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平成２７年第３回定例会が、９月１０日より始
まりました。初日の本会議で、２２件の議案と
１件の請願、意見書などが上程されました。議
案、請願は、各常任委員会に付託され質疑が行
われます。
また通常では、意見書は最終日に上程され、採
決が行われますが、今回の意見書が現在国会に
おいて議論されている平和安全法制に関する
「安全保障関連法案の撤回、廃案を求める意見
書」が共産党会派単独で提案され、「今国会の
採決が迫っており、できればその前の採決をお
願いしたい」との要望が、議会運営委員会で申
し出され、委員会で検討の結果、初日採決が決
められたものです。この意見書の提出について
は、賛成・反対の討論があり、採決の結果、反
対多数で否決されました。公明党和泉市議団も
石原議員が会派を代表して反対討論を行いまし
た。
意見書が撤回、廃案を求めるという根拠になっ
ていたのは、「強行採決で衆議院が可決したと
いう点」と、「憲法違反の法律であるという点」
が主な理由でありましたので、公明党として、
その２点の根拠について明確に違うということ
を申し述べました。
以下に公明党の討論の内容の要旨をご報告い
たします。

＊強行採決との批判について

衆議院での審議時間は、歴代6位、平成に
入ってからの安全保障関連法案では最長と
なる116時間を超え、野党委員1人当たり
7時間以上の質疑時間が確保されました。
野党側の要求に応じ、原則として質疑時間
の9割程度を野党側に配分した結果です。
また審議の途中で突然動議を出して採決に
持ち込んだわけではなく、「強行採決」で
はありません。15日の採決は、14日の理
事会で野党側に提案した上で決めました。
だからこそ、採決前の締めくくり総括質疑
では民主、維新、共産の野党各党が質問に
立ち、維新は反対討論も行ったわけです。

*憲法違反との批判について

そもそも憲法には「自衛の措置」（武力行
使）に関する記述はありません。憲法9条
の下で武力行使がどこまで許されるかの基
準は政府と国会の議論で形成されてきまし
た。憲法制定当時、政府は自衛権を否定す
るような答弁もしていました。
しかし国際情勢が変化する中、昭和29年
（1954年）に自衛隊が創設され、同35
年（60年）に日米安保条約が改定され、
政府の憲法解釈も確立されてきました。と
ころが、今も憲法学者の多くは自衛隊の存
在自体が違憲と言っています。
政府は現実に国民の命を守る責務がありま
す。これまで政府は、戦争放棄・戦力不保
持を定めた憲法9条と、前文の平和的生存
権、13条の幸福追求権に照らし、「国民
の生命、自由及び幸福追求の権利が根底か
らくつがえされるという急迫、不正の事態」
に限り、自衛の措置を認めてきました。こ
の政府見解の根幹部分と論理的な整合性を
保ちつつ、安保環境が厳しさを増す中で、
自衛の措置の限界を突き詰めた結果として
定めたのが新3要件です。国際法上の他国
防衛を目的とする集団的自衛権は認めてお
らず、憲法に適合していると考えますし、
内閣法制局もそのように答弁しています。
昨年７月の閣議決定では、「非核三原則を
守る」「軍事大国とはならない」「専守防
衛に徹する」との平和国家の歩みを維持す
ると明言しており、憲法の専守防衛の原理
の中に完全に入っています。平和安全法制
の最大の目的は、日本の存立と国民の権利
が根底から覆される事態が起きた際、国民
の生命や人権をしっかり守れるようにする
ことです。この仕組みを整えることは、外
国との対話を促す外交の推進力になる。日
本の備えが不十分で、隙を突けば混乱を招
く状態であれば、逆に不測の事態を誘い込
んでしまいかねません。このことから同法
案は、決して「戦争法案」ではなく、戦争
を防ぐための仕組みをつくる「戦争防止法
案」であり、「対話促進法案」であります。



12桁の番号、暮らし便利に
来年1月から運用が始まる社会保障と税の共通番号（マイナンバー）の利用範囲を広げる改正マイナンバー

法と、改正個人情報保護法が3日の衆院本会議で、与党や民主党などの賛成多数で成立した。10月5日から

は日本に住民票がある全ての人に番号通知が始まる。私たちの暮らしの何が変わるのか。

公明党の高木美智代内閣部会長（党共通番号制度推進委員長、衆院議員）に聞いた。

公明、個人情報保護や情報弱者に配慮
改正法も成立

―マイナンバーとは。
高木内閣部会長 赤ちゃんから高齢者まで日本に住民票がある全ての人に割り当
てられる12桁の個人番号です。所得や年金などに関する情報は所管する行政機
関が異なります。これらの情報を12桁の番号で管理するのがマイナンバー制度です。
10月以降、マイナンバーの「通知カード」が住民票に記載された世帯ごとに簡易書留で届けられ
ます。同封されている申請書を送るなどすれば、来年1月以降、公的な身分証明書として利用でき
る「個人番号カード」（顔写真付きICカード）を無料で受け取ることができます。ただし、受け取
りには、ご本人が市区町村の窓口に出向く必要があります（再発行は有料）。

―導入の目的は。
高木 公平・公正な社会、利便性の向上など、きめ細かな社会保障
が的確に行われる社会を実現するためです。
具体的には、年金、医療、介護、生活保護、児童手当などの社会保
障や税の手続き、被災者台帳の作成といった災害対策の3分野の行
政手続きで利用します。マイナンバーの活用により、所得や他の行
政サービスの受給状況が把握しやすくなるため、本当に困っている
人へのきめ細かな支援が可能になります。その一方、脱税や生活保
護などの不正受給の防止にも役立ちます。また、年金や福祉などの
申請時に用意しなければならない書類が減るなど、行政手続きが簡
素化され国民の利便性も向上します。戸籍や旅券の取得、自動車登
録などへの利用も議論されています。なお、年金機構とマイナンバー
の接続は一定期間延期されることになりました。

―個人情報の漏えいを懸念する声もある。
高木 まず個人番号カードには、プライバシー性の高い情報は記録されません。そして、政府はサ
イバー攻撃などから個人情報を保護するため、さまざまな対策を講じています。
例えば、税の情報は税務署、児童手当や生活保護などの情報は市区町村というように個人情報を分
散管理することで、芋づる式の情報漏えいを防いでいます。また、役所間で情報を照会する場合は、
マイナンバーを直接使いません。2017年からは個人情報について不正な照会、提供が行われてい
ないかを自分で確認できるシステム（マイナポータル）も稼働する予定です。

―公明党が特に力を入れた点は。
高木 マイナンバーの利活用と個人情報保護は車の両輪です。このため、マイナンバーや個人情報
の取り扱いを監視・監督する独立性の高い第三者機関「個人情報保護委員会」の設置を推進しまし
た。また、サイバーセキュリティ基本法を成立させ、国の行政機関などのセキュリティー向上も進
めています。
一方、高齢者や障がい者などの情報弱者への配慮も一貫して主張してきました。その結果、DV
（配偶者などからの暴力）やストーカーなどの被害者、東日本大震災の被災者、一人暮らしで医療
機関に長期入院・入所している患者など、やむを得ない理由でマイナンバーの通知を住民票のある
住所地で受け取れない人が避難先などでも受け取れるようにしました（申請は9月25日まで）。
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